
福祉・介護職員等処遇改善加算
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〇厚生労働省ホームページ（福祉・介護職員の処遇改善）（案）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html

令和６年度 福祉・介護職員等処遇改善加算等 処遇改善計画書 提出期限 令和６年４月１５日

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html
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福祉・介護職員等処遇改善加算
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〇厚生労働省ホームページ（福祉・介護職員の処遇改善）（案）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html

令和６年度 福祉・介護職員等処遇改善加算等 処遇改善計画書 提出期限 令和６年４月１５日

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html


福祉・介護職員等処遇改善加算
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福祉・介護職員等処遇改善加算

49



令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要
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介護給付費の算定及び取り扱い
報酬算定について

居宅介護等を行った場合には、実際に要した時間ではなく、個別支援計画に位置付けられた内容の居宅介護等を行うのに要する標準的な時間に基づき算定されること。
また、当初の個別支援計画で定めたサービス提供内容や提供時間が、実際のサービス提供と合致しない場合には、速やかに個別支援計画の見直し、変更を行うこと。
（報酬告示別表第１の１注4、別表第２の１注３、別表第３の１注２、別表第４の１注２、留意事項通知第二の２（１）①、(２)⑯、(３)⑭、(４)⑫）

■ 報酬算定にあたっての留意点

１ 算定誤りによる報酬返還を防止するため、報酬告示、解釈通知、厚生労働省発出のQ＆A等を熟読すること。

２ 加算には、複数の要件と必須とされる記録がある。要件等は、報酬告示、解釈通知、関係通知、厚生労働省発出のQ＆A等に分かれている場合があるため、注意すること。

３ 必須とされている要件や記録については、加算算定要件を満たしていることが、事後においても確認できなければならない。これらの要件や記録は、報酬を請求するための
根拠であるので、請求に当たっては、これらの記録に基づいて適正に行うこと。

■ 障害福祉サービス種類相互の算定関係について

介護給付費等については、同一時間帯に複数の障害福祉サービスに係る報酬を算定できないものであること。例えば、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A

型又は就労継続支援B型（以下「日中活動サービス」という。）を受けている時間帯に、本人不在の居宅を訪問して掃除等を行うことについては、本来、居宅介護の家事援助とし
て行う場合は、本人の安否確認、健康チェック等も併せて行うべきであることから、居宅介護（家事援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。

■ 居宅介護サービス費の算定について （留意事項通知第二の２（１））

＊ 居宅介護の報酬単価は、短時間に集中して支援を行うという業務形態を踏まえて、短時間サービスが高い単価設定になっているが、これは、１日に短時間の訪問を複数回
行うことにより、利用者の生活パターンに合わせて居宅介護を行うためである。

＊ 居宅介護計画を作成するにあたっては、支給量が３０分を単位（身体介護は３０分を単位、家事援助は最初の３０分以降は１５分を単位とする。）として決定されることを踏ま
え、決定された時間数が有効に活用されるよう、利用者の希望を踏まえること。

＊ １日に居宅介護を複数回算定する場合にあっては、概ね２時間以上の間隔を空けなければならない。

＊ 身体介護中心型３０分、連続して家事援助３０分、更に連続して身体介護３０分を算定するのは、不適切な運用であり、この場合前後の身体介護を１回として算定する。

＊ 「所要時間３０分未満の場合」で算定する場合の所要時間は２０分程度以上とする。（夜間、深夜、早朝の時間帯を除く。）所要時間とは、実際に居宅介護を行った時間をいう
ものであり、居宅介護のための準備に要した時間等は含まない。
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介護給付費の算定及び取り扱い
■ 重度訪問介護サービス費算定について （留意事項通知第二の２（２））

＊ 同一箇所に長時間滞在しサービス提供を行うという業務形態を踏まえ、同一の事業者が、1日に複数回の重度訪問介護を行う場合には、１日分の所要時間を通算して算定
する。

＊ 重度訪問介護は、1日につき３時間を超える支給決定を基本とすることとされているが、利用者のキャンセル等により、１事業者における１日の利用が３時間未満である場合
についての報酬請求は３時間未満でも可能である。なお、「所要時間１時間未満の場合」で算定する所要時間は概ね４０分以上とする。

■ 同行援護サービス費算定について （留意事項通知第二の２（３））

＊ １日に同行援護を複数回算定する場合にあっては、概ね２時間以上の間隔を空けなければならない。同行援護の利用の間隔が２時間未満の場合は、前後の同行援護を１
回として算定する。

なお、身体の状況等により、やむを得ず短時間の間隔で短時間のサービス提供を行わなければならない場合や、別の事業者の提供する同行援護との間隔が２時間未満であ
る場合はこの限りではない。

■ 行動援護サービス費算定について （留意事項通知第二の２（４））

＊ 行動援護の実施するに当たっては、事前に利用者の行動特徴、日常的な生活パターン、感覚の過敏性等について情報収集し、援護に必要なコミュニケーションツールを用
意するなど準備し、それらを活用して適切に支援を行うための支援計画シート等を作成するとともに、支援内容を記録用紙に記録する必要がある。

ア 予防的対応
①行動の予定が分からない等のため、不安定になったり、不安を紛らわすために不適切な行動が出ないよう、あらかじめ目的地、道順、目的地での行動などを、言葉以外のコ
ミュニケーションツールも用いて説明し、落ち着いた行動がとれるように理解させること
②視覚、聴覚等に与える影響が行動障害の引き金となる場合に、本人の視界に入らないよう工夫するなど、どんな条件のときに行動障害が起こるかを熟知したうえでの予防的
対応等を行うことなど

イ 制御的対応
①何らかの原因で本人が行動障害を起こしてしまったときに本人や周囲の人の安全を確保しつつ行動障害を適切におさめること
②危険であることを認識できないために車道に突然飛び出してしまうといった不適切な行動、自分を傷つける行為を適切におさめること

③本人の意思や思い込みにより、突然動かなくなったり、特定のもの（例えば自動車、看板、異性等）に強いこだわりを示すなど極端な行動を引き起こす際の対応

ウ身体介護的対応
①便意の認識ができない者の介助や排便後の後始末等の対応
②外出中に食事を摂る場合の食事介助
③外出前後に行われる衣服の着脱介助など

＊ 行動援護は、主として日中に行われるサービスであることから、早朝・夜間・深夜の加算は算定されない。

＊ 行動援護サービス費は、１日１回のみの算定とする。
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介護給付費の算定及び取り扱い
■ 移動の介助について

＜通院等乗降介助＞

・ 居宅介護等事業者が、ヘルパーが運転する車を利用して障害者を輸送する通院等乗降介助を行う場合には、居宅介護事業所を運営する法人が、道路運送法等の法令等に
抵触しないよう留意すること。必要な手続等を行っていない場合には、サービスの前後の運転中の時間を除外したとしても報酬等を算定することはできないので注意すること。
（留意事項通知第二の２（１）⑥）

各種加算等について

（１） 同一敷地内等の利用者等に提供した場合の減算 （報酬告示別表第１の１注９の３）
・ 居宅介護を以下の①又は②の者に行う場合は所定単位数の１０％を減算し、③の者に行う場合は、所定単位数の１５％を減算する。
①居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する者
②上記以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり２０人以上の場合）
③居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり５０人以上の場合）

■ 身体拘束廃止未実施減算 （報酬告示別表第１の１注１６、別表第２の１の注１３、別表第３の１の注１１、別表第４の１の注１０）
次の基準のいずれかを満たしていない場合に、1日につき５単位を所定単位数から減算する。
①身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。
②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。
③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
④従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること

■ 初回加算 （報酬告示別表第１の２、別表第２の３、別表第３の２、別表第４の２）

事業所等において、新規に個別支援計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回のサービスを行った日に属する月にサービスを行った場合又は
その他の従業者が初回若しくは初回のサービスを行った日に属する月に指定サービスを行った際にサービス提供責任者が同行した場合に１月につき所定単位数を加算する。
留意事項通知（第二の２（１）⑱、（２）⑬、（３）⑫、（４）⑩）
本加算は、利用者が過去２月に居宅介護事業所からサービスの提供を受けてない場合に加算される。

■ 移動介護緊急時支援加算 （報酬告示別表第２の２注）

重度訪問介護従業者が、利用者を自らの運転する車両に乗車させて走行させる場合であって、外出時における移動中の介護を行う一環として、当該利用者からの要請等に基
づき、当該車両を駐停車して、喀痰吸引、体位交換その他の必要な支援を緊急に行った場合にあっては、利用者１人に対し、１日につき２４０単位を加算する。

留意事項通知（第二の２（２）⑫）

（１）本加算は、重度訪問介護従業者が利用者を自らの運転する車両に乗車させて走行させる場合であって、当該車両駐停車して、必要な支援を緊急に行った場合のものであ
り、所定単位数を算定するに当たっては、道路運送法等他の法令等に留意すること。

（２）「その他必要な支援」とは、常時介護を要する者の障害の特性に起因して生じうる緊急の支援であり、例えば、重度の知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有
する障害者に対する制御的対応などを言う。
（３）1日に複数の事業者が同一利用者に対して、移動介護緊急時支援加算の算定する場合は、事業者がそれぞれ所定単位数を算定する。
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介護給付費の算定及び取り扱い（支援計画シート等未作成減算）
■ 支援計画シート等未作成減算 （報酬告示別表第４の１注２の２）
行動援護の提供に当たって、支援計画シート等が作成されていない場合、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定すること。

留意事項通知（第二の２（４）⑤）
行動障害を有する者の支援について関係者間で必要な情報を共有し、一貫性のある支援を行うため、事前に利用者の行動特徴、日常的な生活パターン、感覚の過敏性等について情報収集し、援護に必要なコミュニケー
ションツールを用意するなど準備し、それらを活用して適切に支援を行うための支援計画シートを作成するとともに、支援内容を記録用紙に記録すること。
＜具体的取り扱い＞
具体的には、次のいずれかに該当する月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで、次のいずれかに該当する利用者につき減算するものであること。
ア サービス提供責任者による指揮の下、支援計画シート等が作成されていないこと
イ 支援計画シート等の作成に係る一連の業務が適切に行われていないこと。
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減算【見直し】身体拘束廃止未実施（再掲）

55

≪身体拘束廃止未実施減算の見直し≫
①～④のいずれかに当てはまる場合は減算とする。
①身体拘束等に係る記録が行われていない場合
②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を１年に１回以上開催していない場合
③身体拘束等の適正化のための指針を整備していない場合

④身体拘束等の適正化のための研修を１年に１回以上実施していない場合
［現行］ 基準を満たしていない場合に、１日につき５単位を所定単位数から減算する。
［見直し後］ （訪問・通所系サービス） 基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。

減算【新設】虐待防止措置未実施（再掲）
≪虐待防止措置未実施減算【新設】≫
次の基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。
①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ること
②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること
③上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

減算【新設】業務継続計画未策定（再掲）
≪業務継続計画未策定減算【新設】≫
以下の基準に適応していない場合、所定単位数の１％を減算する。
・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため
の計画（業務継続計画）を策定すること
・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること
（減算単位）
・所定単位数の１％を減算

減算【新設】情報公表未報告（再掲）
≪情報公表未報告減算【新設】≫
障害者総合支援法第76条の３の規定に基づく情報公表に係る報告がされていない場合、所定単位数を減算する。
・所定単位数の５％を減算



指導項目（標題） 改善を要する事項に係る事例等

（誤った取扱い事例等）

事業者として対応が求められる内容

（適正な取扱い等）
根拠条文等

1 契約支給量の報告等 利用契約をしたときは、受給者証記載事項
その他必要な事項を支給決定市町村に対
する報告が遅れていた。

利用に係る契約をしたときは、受給者証記載事項等の必要な
事項を支給決定市町村に遅滞なく報告すること。

基準条例第１０条
第３項

2 給付費の額に係る通知
等

法定代理受領により給付費の支給を受け
たが、利用者にその額を通知していなかっ
た。

法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、
利用者に対し給付費の額を通知すること。

基準条例第２３条
第１項

3 身体拘束適正化 身体拘束等の適正化のための取組が適切
に行われていない。

指定居宅介護事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に
掲げる措置を講ずること。
①身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ
電話装置等の活用可能。）を定期的に開催するとともに、その結果
について、従業者に周知徹底を図ること。
②身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
③従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に
実施すること。

基準条例第３６条
の２

4 特定事業所加算 加算算定の人材要件について、サービスご
とに毎月継続して実績の確認の記録がな
かった。

人材要件の実績確認をサービスごとに毎月継続して行うこと 留意事項通知第二
の2(1)⑮ほか

5 福祉・介護職員処遇改善
加算

書面により従業者へ周知を行うと計画され
ていたが、その書面がなく、周知されている
かどうかが確認できなかった。

福祉・介護職員処遇改善加算の算定に当たっては、賃金改善
に関する計画、当該計画に係る実施方法その他の処遇改善の
計画等を記載した福祉・介護職員処遇改善計画書を作成し、全
ての職員に周知すること。また、その周知資料等を保存するこ
と。

平成18厚労告
543・第２号ほか

実地指導における指導項目 【訪問系事業所】
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令和３年４月改正 運営に関する基準 実施チェックシート
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項目 条例 内容 解釈通知 実施チェック欄

業務継続計画の
策定等

条例第34条の2第
1項

業務継続計画の策定 計画を策定すること □

業務継続計画の
策定等

条例第34条の2第
2項

研修 年1回以上、新規採用時 □
業務継続計画の
策定等

条例第34条の2第
2項

訓練（シュミレーション） 年1回以上 □
業務継続計画の
策定等

条例第34条の2第
3項

定期的な計画の見直し 必要に応じて □
衛生管理 条例第35条第3項

第1号
感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策
を検討する委員会

おおむね6月に1回以上 □
衛生管理 条例第35条第3項

第2号
感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針 指針を整備すること □

衛生管理 条例第35年第3項
第3号

研修 年1回以上、新規採用時 □
衛生管理 条例第35年第3項

第3号
訓練（シュミレーション） 年1回以上 □

身体拘束等の禁
止

条例第36条の2第
3項第1号

身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会 少なくとも1年に1回 □
身体拘束等の禁
止

条例第36条の2第
3項第2号

身体拘束等の適正化のための指針 指針を整備すること □
身体拘束等の禁
止

条例第36条の2第
3項第3号

研修 年1回以上、新規採用時 □
虐待等の禁止 条例第41条の2第

1号
虐待の防止のための対策を検討する委員会 少なくとも1年に1回 □

虐待等の禁止 条例第41条の2第
2号

研修 年1回以上、新規採用時 □
虐待等の禁止 条例第41条の2第

3号
虐待防止のための担当者を置くこと サービス提供責任者等を配置すること □
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★実施している項目に☑してください。

チェック欄

1 □

2 □

3 □

4 □

※未実施の項目が１つでもある場合は、減算適用となり体制届

の提出が必要です。

※未実施状態の項目については、早急に改善してください。

※すべての項目を実施している場合の届出は不要です。

身体拘束廃止チェックシート

チェック項目

（身体拘束等の廃止・適正化対策措置）

やむを得ず身体拘束等を行う場合※には、その態様及び時

間、その際の利用者（利用児）の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由その他必要案な事項を記録しているか。

※身体拘束等を行っていない場合には、チェック欄に☑し

てください。

身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期

的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹

底を図っているか。（年に１回以上）

従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施しているか。（年１回以上）

身体拘束等の適正化のための指針を整備しているか。

令和４年度から義務化された身体拘束等の廃止・適正化対

策措置を未実施の障害福祉サービス等事業所について、令

和５年度から「身体拘束廃止未実施減算」の対象となり、

令和６年度からは減算適用について体制の届出が必要とな

ります。

本シートにより、令和６年３月３１日までに全ての項目

★実施している項目に☑してください。

チェック欄

1 □

2 □

3 □

※令和７年３月３１日までの間は、３の①及び②を行っている場合には、

減算が適用されません。

※未実施状態の項目については、早急に改善してください。

※１及び２（若しくは３の①及び②）の項目を実施している場合の届出

は、不要です。

業務継続計画の策定チェックシート

チェック項目

（虐待防止措置）

感染症や非常災害の発生時において、利用者（利用児）に

対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続

計画）を策定しているか。

次の①及び②のいずれも行っているか。（令和７年３月３

１日までの間の経過措置）

①感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備

②非常災害に関する具体的計画の策定

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じているか。

令和６年度から義務化される業務継続計画が未策定の障害

福祉サービス等事業所については、令和６年度から「業務

継続計画未策定減算」の対象（一部経過措置が適用）とな

ります。本シートにより、令和６年３月３１日までに次の

項目が実施できていることを必ず確認しておいてください。

ただし、訪問・相談系のサービスについては、令和７年

３月３１日までの間に限り、減算を適用しない経過措置が

設けられています。 ★実施している項目に☑してください。

チェック欄

1 □

2 □

3 □

※未実施の項目が１つでもある場合は、減算適用となり体制届

の提出が必要です。

※未実施状態の項目については、早急に改善してください。

※すべての項目を実施している場合の届出は不要です。

虐待防止措置チェックシート

虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて従業者に周知徹底を図っているか。（年に１回以

上）

チェック項目

（虐待防止措置）

１と２を適切に実施するための責任者を置いているか。

従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施して

いるか。（年に１回以上）

令和４年度から義務化された虐待防止措置を未実施の障害

福祉サービス等事業所については、令和６年度から「虐待

防止措置未実施減算」の対象となります。本シートにより、

令和６年３月３１日までに全ての項目が実施できているこ

とを必ず確認しておいてください。



介護給付費 関係告示 特定事業所加算 居宅介護サービス費
○厚生労働大臣が定める基準(平成十八年九月二十九日)(厚生労働省告示第五百四十三号)

厚生労働大臣が定める基準
一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成十八年厚生
労働省告示第五百二十三号)別表介護給付費等単位数表(以下「介護給付費等単位数表」という。)第1の1の居宅介護サービス費の注12の厚生労働大臣が定める基準

イ 特定事業所加算(Ⅰ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) 当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所の全ての居宅介護従業者(登録型の居宅介護従業者(あらかじめ指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所に登録し、当該事
業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受けた利用者の居宅を訪問し、指定居宅介護又は共生型居宅介護を行う居宅介護従業者をいう。)を含む。以下同じ。)に対し、居宅介護従業者ご
とに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を実施又は実施を予定していること。
(２) 次に掲げる基準に従い、指定居宅介護又は共生型居宅介護が行われていること。
(一) 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所における居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議
を定期的に開催すること。
(二) 指定居宅介護又は共生型居宅介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する居宅介護従業者に対し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留
意事項を文書等の確実な方法により伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、担当する居宅介護従業者から適宜報告を受けること。
(３) 当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所の全ての居宅介護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。
(４) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平成十八年厚生労働省令第百七十一号。以
下「指定障害福祉サービス基準」という。)第三十一条第六号(指定障害福祉サービス基準第四十三条の四において準用する場合を含む。)に掲げる緊急時等における対応方法が利用者に明示さ
れていること。
(５) 当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所の新規に採用した全ての居宅介護従業者に対し、熟練した居宅介護従業者の同行による研修を実施していること。
(６) 当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所の居宅介護従業者の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分の三十以上若しくは指定障害福祉サービス基準第五条及び第七条又
は第四十三条の二第一号の規定により置くべき従業者(以下「指定居宅介護等従業者」という。)のうち介護福祉士、社会福祉士及び介護福祉士法(昭和六十二年法律第三十号)第四十条第二項
第二号の指定を受けた学校又は養成施設において一月以上介護福祉士として必要な知識及び技能を修得した者(以下「実務者研修修了者」という。)、介護保険法施行規則の一部を改正する省令
(平成二十四年厚生労働省令第二十五号)による改正前の介護保険法施行規則(平成十一年厚生省令第三十六号)第二十二条の二十三に規定する介護職員基礎研修課程を修了した者(以下「介
護職員基礎研修課程修了者」という。)及び指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるものの一部を改正する告示(平成二十五年厚生労働省告示第百四号)による改正前の
指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの(平成十八年厚生労働省告示第五百三十八号)第一条第二号に掲げる居宅介護従業者養成研修の一級課程を修了した者(以
下「一級課程修了者」という。)の占める割合が百分の五十以上又は前年度若しくは算定日が属する月の前三月間における指定居宅介護又は共生型居宅介護のサービス提供時間のうち常勤の居
宅介護従業者によるサービス提供時間の占める割合が百分の四十以上であること。
(７) 当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を有する介護福祉士又は五年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介
護職員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者であること。
(８) 指定障害福祉サービス基準第五条第二項(指定障害福祉サービス基準第四十三条の四において準用する場合を含む。以下同じ。)の規定により一人を超えるサービス提供責任者を配置する
こととされている事業所にあっては、常勤のサービス提供責任者を二名以上配置していること。
(９) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における指定居宅介護又は共生型居宅介護の利用者(障害児を除く。)の総数のうち障害支援区分五以上である者、社会福祉士及び介護福祉士法
施行規則(昭和六十二年厚生省令第四十九号)第一条各号に掲げる行為を必要とする者(当該指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法附則第二十七条
第一項の登録を受けている場合に限る。以下「喀痰吸引等を必要とする者」という。)並びに児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第二項に規定する重症心身障害児及び児童福祉
法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成二十四年厚生労働省告示第百二十二号）別表障害児通所給付費等単位数表第一の一の表の項目
の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状態である障害児（ニの⑷において「重症心身障害児等」という。） の占める割合が百分の三十以上であること。
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介護給付費 関係告示 特定事業所加算 居宅介護サービス費

ロ 特定事業所加算(Ⅱ)

イの(1)から(5)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、(6)又は(7)及び(8)のいずれかに適合すること。

ハ 特定事業所加算(Ⅲ)

イの(1)から(5)まで及び(9)に掲げる基準のいずれにも適合すること。

ニ 特定事業所加算(Ⅳ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) イの(2)から(5)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
(２) 指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所の全てのサービス提供責任者に対し、サービス提供責任者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を
実施又は実施を予定していること。
(３) 指定障害福祉サービス基準第五条第二項の規定により配置することとされている常勤のサービス提供責任者が二人以下の指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所であって、同項
の規定により配置することとされているサービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、同項に規定する基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を一人以上配置していること。
(４) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者(障害児を除く。)の総数のうち障害支援区分四以上である者、喀痰吸引等を必要とする者及び重症心身障害児等の占める割合が百
分の五十以上であること。

60



介護給付費 関係告示 特定事業所加算 重度訪問介護サービス費
五 介護給付費等単位数表の第2の1の重度訪問介護サービス費の注9の厚生労働大臣が定める基準

イ 特定事業所加算(Ⅰ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) 当該指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所の全ての重度訪問介護従業者(登録型の重度訪問介護従業者(あらかじめ指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介
護事業所に登録し、当該事業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受けた利用者の居宅を訪問し、指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護を行う重度訪問介護従業者をいう。)を含
む。以下同じ。)に対し、重度訪問介護従業者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を実施又は実施を予定していること。
(２) 次に掲げる基準に従い、指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護が行われていること。
(一) 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達若しくは当該指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所における重度訪問介護従業者の技術指導
を目的とした会議の定期的な開催又はサービス提供責任者が重度訪問介護従業者に対して個別に利用者に関する情報若しくはサービスに当たっての留意事項の伝達や技術指導を目的とした研
修を必要に応じて行っていること。
(二) 指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する重度訪問介護従業者に対し、毎月定期的に当該利用者に関する情報や
サービス提供に当たっての留意事項を文書等の確実な方法により伝達するとともに、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項に変更があった場合も同様に伝達を行ってい
ること。
(３) 当該指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所の全ての重度訪問介護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。
(４) 指定障害福祉サービス基準第三十一条第六号に掲げる緊急時等における対応方法が利用者に明示されていること。
(５) 当該指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所の新規に採用した全ての重度訪問介護従業者に対し、熟練した重度訪問介護従業者の同行による研修を実施していること。
(６) 指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護のサービス提供に当たり、常時、重度訪問介護従業者の派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供を行っていること。
(７) 当該指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所の重度訪問介護従業者の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分の三十以上若しくは指定居宅介護等従業者のうち介護
福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び一級課程修了者の占める割合が百分の五十以上又は前年度若しくは算定日が属する月の前三月間における指定重度訪問介護
又は共生型重度訪問介護のサービス提供時間のうち常勤の重度訪問介護従業者によるサービス提供時間の占める割合が百分の四十以上であること。
(８) 当該指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を有する介護福祉士又は五年以上の実務経験を有する実務者研修修
了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者又は重度訪問介護従業者として六千時間以上の指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護の実務経験を有する者であること。
(９) 指定障害福祉サービス基準第七条において準用する第五条第二項の規定により一人を超えるサービス提供責任者を配置することとされている事業所にあっては、常勤のサービス提供責任
者を二名以上配置していること。
(１０) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護の利用者の総数のうち、障害支援区分五以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者の占
める割合が百分の五十以上であること。

ロ 特定事業所加算(Ⅱ)

イの(1)から(6)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、(7)又は(8)及び(9)のいずれかに適合すること。

ハ 特定事業所加算(Ⅲ)

イの(1)から(6)まで及び(10)に掲げる基準のいずれにも適合すること。
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介護給付費 関係告示 特定事業所加算 同行援護
九 介護給付費等単位数表第3の1の同行援護サービス費の注7の厚生労働大臣が定める基準
イ 特定事業所加算(Ⅰ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) 当該指定同行援護事業所の全ての同行援護従業者(登録型の同行援護従業者(あらかじめ指定同行援護事業所に登録し、当該事業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受けた利
用者の居宅を訪問し、指定同行援護を行う同行援護従業者をいう。)を含む。以下同じ。)に対し、同行援護従業者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を実
施又は実施を予定していること。
(２) 次に掲げる基準に従い、指定同行援護が行われていること。
(一) 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定同行援護事業所における同行援護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。
(二) 指定同行援護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する同行援護従業者に対し、当該利用者に関する情報やサービスの提供に当たっての留意事項を文書等の
確実な方法により伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、担当する同行援護従業者から適宜報告を受けること。
(３) 当該指定同行援護事業所の全ての同行援護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。
(４) 指定障害福祉サービス基準第三十一条第六号に掲げる緊急時等における対応方法が利用者に明示されていること。
(５) 当該同行援護事業者の新規に採用した全ての同行援護従業者に対し、熟練した同行援護従業者の同行による研修を実施していること。
(６) 当該指定同行援護事業所の同行援護従業者の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分の三十以上、指定居宅介護等従業者のうち介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修
課程修了者及び一級課程修了者の占める割合が百分の五十以上、前年度若しくは算定日が属する月の前三月間における指定同行援護のサービス提供時間のうち常勤の同行援護従業者による
サービス提供時間の占める割合が百分の四十以上、同行援護従事者の総数のうち指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの第一条第六号に規定する同行援護従業者
養成研修(同告示別表第六に係るものに限る。)の課程を修了した者及び厚生労働省組織規則(平成十三年厚生労働省令第一号)第六百二十五条に規定する国立障害者リハビリテーションセン
ターの学院に置かれる視覚障害学科(国立障害者リハビリテーションセンター学院養成訓練規程(昭和五十五年厚生省告示第四号)第四条第一項に規定する視覚障害学科をいう。)の教科を修了し
た者その他これに準ずる視覚障害者の生活訓練を専門とする技術者の養成を行う研修を修了した者(以下「国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科修了者等」という。)の占める
割合が百分の三十以上又は同行援護従業者の総数のうちこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者（平成十八年厚生労働省告示第五百四十八号）第九号に規定する者であって、視覚障
害及び聴覚障害が重複している障害者等に対して障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以下「法」という。）第七十八条第一項に規定
する特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養成する事業を行った者から、当該事業における研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたものの占める割合が百分の二十以上であるこ
と。
(７) 当該指定同行援護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を有する介護福祉士、国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科修了者等又は五年以上の実
務経験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者であること。
(８) 指定障害福祉サービス基準第七条において準用する第五条第二項の規定により一人を超えるサービス提供責任者を配置することとされている事業所にあっては、常勤のサービス提供責任
者を二名以上配置していること。
(９) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における指定同行援護の利用者(障害児を除く。)の総数のうち障害支援区分五以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者の占める割合が百分
の三十以上であること。
ロ 特定事業所加算(Ⅱ)

イの(1)から(5)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、(6)又は(7)及び(8)のいずれかに適合すること。
ハ 特定事業所加算(Ⅲ)

イの(1)から(5)まで及び(9)に掲げる基準のいずれにも適合すること。
ニ 特定事業所加算(Ⅳ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) イの(2)から(5)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
(２) 指定同行援護事業所の全てのサービス提供責任者に対し、サービス提供責任者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を実施又は実施を予定している
こと。
(３) 指定障害福祉サービス基準第七条において準用する指定障害福祉サービス基準第五条第二項の規定により配置することとされている常勤のサービス提供責任者が二人以下の指定同行援
護事業所であって、同項の規定により配置することとされているサービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、同項に規定する基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を一人以上配置して
いること。
(４) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者(障害児を除く。)の総数のうち障害支援区分四以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者の占める割合が百分の五十以上である
こと。

62



介護給付費 関係告示 特定事業所加算 行動援護
十三 介護給付費等単位数表の第4の1の行動援護サービス費の注6の厚生労働大臣が定める基準

イ 特定事業所加算(Ⅰ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) 当該指定行動援護事業所の全ての行動援護従業者(登録型の行動援護従業者(あらかじめ指定行動援護事業所に登録し、当該事業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受けた利
用者の居宅を訪問し、指定行動援護を行う行動援護従業者をいう。)を含む。以下同じ。)に対し、行動援護従業者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を実
施又は実施を予定していること。
(２) 次に掲げる基準に従い、指定行動援護が行われていること。
(一) 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定行動援護事業所における行動援護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。
(二) 指定行動援護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する行動援護従業者に対し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を文書等の確
実な方法により伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、担当する行動援護従業者から適宜報告を受けること。
(三) サービス提供責任者が行動援護計画（指定障害福祉サービス基準第四十三条第二項及び第四十八条第二項において準用する指定障害福祉サービス基準第二十六条の規定により作成す
る計画をいう。）、支援計画シート及び支援手順書（以下「行動援護計画等」という。）の作成及び利用者に対する交付の際、医療機関、教育機関等の関係機関と連絡及び調整を行い、当該関係機
関から利用者に関する必要な情報の提供を受けていること。
(３) 当該指定行動援護事業所の全ての行動援護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。
(４) 指定障害福祉サービス基準第三十一条第六号に掲げる緊急時等における対応方法が利用者に明示されていること。
(５) 当該指定行動援護事業所の新規に採用した全ての行動援護従業者に対し、熟練した行動援護従業者の同行による研修を実施していること。
(６) 当該指定行動援護事業所の行動援護従業者の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分の三十以上若しくは指定居宅介護等従業者のうち介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基
礎研修課程修了者及び一級課程修了者の占める割合が百分の五十以上又は前年度若しくは算定日が属する月の前三月間における指定行動援護のサービス提供時間のうち常勤の行動援護従
業者によるサービス提供時間の占める割合が百分の四十以上であること。
(７) 当該指定行動援護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を有する介護福祉士若しくは五年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了
者若しくは一級課程修了者であること又は当該指定行動援護事業所のサービス提供責任者のうち一人以上が別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める研修を修了した者であること。
(８) 指定障害福祉サービス基準第七条において準用する第五条第二項の規定により一人を超えるサービス提供責任者を配置することとされている事業所にあっては、常勤のサービス提供責任
者を二名以上配置していること。
(９) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における指定行動援護の利用者(障害児を除く。)の総数のうち障害支援区分五以上である者、喀痰吸引等を必要とする者及び行動関連項目合計
点数が十八点以上である者の占める割合が百分の三十以上であること。

ロ 特定事業所加算(Ⅱ)

イの(1)から(5)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、(6)又は(7)及び(8)のいずれかに適合すること。

ハ 特定事業所加算(Ⅲ)

イの(1)から(5)まで及び(9)に掲げる基準のいずれにも適合すること。

ニ 特定事業所加算(Ⅳ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１) イの(2)から(5)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
(２) 指定行動援護事業所の全てのサービス提供責任者に対し、サービス提供責任者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含む。)を実施又は実施を予定している
こと。
(３) 指定障害福祉サービス基準第七条において準用する指定障害福祉サービス基準第五条第二項の規定により配置することとされている常勤のサービス提供責任者が二人以下の指定行動援
護事業所であって、同項の規定により配置することとされているサービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、同項に規定する基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を一人以上配置して
いること。
(４) 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者(障害児を除く。)の総数のうち障害支援区分四以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者の占める割合が百分の五十以上である
こと。
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介護給付費 留意事項通知 特定事業所加算 居宅介護・同行援護・行動援護
２ 介護給付費
(１) 居宅介護サービス費
⑮特定事業所加算の取扱いについて
特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。

(一) 体制要件

ア計画的な研修の実施

こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準並びに厚生労働大臣が定める基準（平成18 年厚生労働省告示第543号。以下「第543 号告示」という。）第１号イ(１)の「居宅介護従業者ごとに
研修計画を作成」又は同号ニ(２)の「サービス提供責任者ごとに研修計画を作成」については、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のため
の勤務体制の確保を定めるとともに、居宅介護従業者又はサービス提供責任者について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。

イ 会議の定期的開催

第543 号告示第１号イ(２)(一)の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定居宅介護事業所又は当該共生型居宅介護事業所における居宅介護従業
者の技術指導を目的とした会議」とは、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサービス提供に当たる居宅介護従業者のすべてが参加するものでなければな
らない。また、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。
なお、利用者に対して、原則として土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して時間帯を問わずにサービス提供を行っている事業所においては、サービス提供責任者が従業者１人ひとりと個
別に、又は数人ごとに開催する方法により開催することで差し支えない。
また、会議の開催状況については、その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」とは、概ね１月に１回以上開催されている必要がある。
会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、障害を有する者が参加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。なお、個人情報保護委員会「個人
情報の保護に関する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。

ウ 文書等による指示及びサービス提供後の報告

第543 号告示第１号イ(２)(二)の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。
・ 利用者のＡＤＬや意欲
・ 利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望
・ 家族を含む環境
・ 前回のサービス提供時の状況
・ その他サービス提供に当たって必要な事項
「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については変更があった場合に記載することで足りるものとし、１日のうち、同一の居宅介護従業者が同一の利用者に複数回訪問する場合であって、利
用者の体調の急変等、特段の事情がないときは、当該利用者に係る文書等の指示及びサービス提供後の報告を省略することも差し支えないものとする。
サービス提供責任者が事業所に不在時のサービス提供に係る文書等による指示及びサービス提供後の報告については、サービス提供責任者が事前に一括指示を行い、適宜事後に報告を受け
ることも差し支えないものとする。この場合、前回のサービス提供時の状況等については、居宅介護従業者の間で引継ぎを行う等、適切な対応を図るとともに、利用者の体調の急変等の際の対応
のためサービス提供責任者との連絡体制を適切に確保すること。
同(二)の「文書等の確実な方法」とは、直接面接しながら文書を手交する方法のほか、ＦＡＸ、メール等によることも可能である。
また、利用者に対して、原則として土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して時間帯を問わずにサービス提供を行っている事業所においては、サービス提供責任者の勤務時間外にもサー
ビス提供が行われることから、サービス提供責任者の勤務時間内に対応可能な範囲での伝達で差し支えない。
なお、同(二)の居宅介護従業者から適宜受けるサービス提供終了後の報告内容について、サービス提供責任者は、文書にて記録を保存しなければならない。
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介護給付費 留意事項通知 特定事業所加算 居宅介護・同行援護・行動援護
エ 定期健康診断の実施

第543 号告示第１号イ(３)の健康診断等については、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）によ り定期に実施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない居宅介護従業者
も含めて、少なくとも１年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなければならない。新たに、加算を算定しようとする場合にあっては、少なくとも１年以内に当該健康診断等が実施されるこ
とが計画されていることをもって足りるものとする。

オ 緊急時における対応方法の明示

第543 号告示第１号イ(４)の「明示」については、当該事業所における緊急時等の対応方針、緊急時の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書を利用者に交付し、説明を行うものとす
る。なお、交付すべき文書については、重要事項説明書等に当該内容を明記することをもって足りるものとする。

カ 熟練した居宅介護従業者の同行による研修

第543 号告示第１号イ(５)の「熟練した居宅介護従業者の同行による研修」については、サービス提供責任者又はサービス提供責任者と同等と認められる居宅介護従業者（当該利用者の障害特
性を理解し、適切な介護を提供できる者であり、かつ、当該利用者へのサービスについて利用者から十分な評価がある居宅介護従業者）が、新規に採用した従業者に対し、適切な指導を行うもの
とする。

(二) 人材要件

ア居宅介護従業者要件

第543 号告示第１号イ(６)の介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了者の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月
当たりの実績の平均について、常勤換算方法により算出した数を用いて算出するものとする。
なお、介護福祉士、実務者研修修了者又は介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了している者とすること。
看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能とされていたことから、１級課程又は居宅介護職員初任者研修課程を修了したとされた看護師等については、同
(６)の要件に含むものとする。
また、同(６)の「常勤の居宅介護従業者」とは、サービス提供時間に含まれるすべての常勤の居宅介護従業者が対象となる。
なお、常勤の居宅介護従業者とは、事業所で定めた勤務時間（１週間に勤務すべき時間数が32 時間を下回る場合は32 時間を基本とする。）のすべてを勤務している居宅介護従業者をいう。

イ サービス提供責任者要件

第543 号告示第１号イ(７)の「実務経験」は、サービス提供責任者としての従事期間ではなく、在宅や施設を問わず介護に関する業務に従事した期間をいうものであり、資格取得又は研修修了前の
従事期間も含めるものとする。
「５年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修修了者若しくは１級課程修了者」について、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可
能とされていたことから、１級課程又は居宅介護職員初任者研修課程を修了したとされた看護師等については、同(７)の要件に含むものとする。
また、同(８)については、指定障害福祉サービス基準第５条第２項の規定により常勤のサービス提供責任者を２人配置することとされている事業所において、同項ただし書により常勤のサービス提
供責任者を１人配置し、非常勤のサービス提供責任者を常勤換算方法で必要とされる員数配置することで基準を満たすことになるが、本要件を満たすためには、常勤のサービス提供責任者を２人
以上配置しなければならないとしているものである。
なお、同号ニ(３)については、指定障害福祉サービス基準第５条第２項の規定により配置されることとされている常勤のサービス提供責任者が２人以下の指定居宅介護事業所又は共生型居宅介
護事業所であって、基準により配置することとされている常勤のサービス提供責任者の数（サービス提供責任者の配置について、常勤換算方法を採用する事業所を除く。）を上回る数の常勤の
サービス提供責任者を１人以上配置しなければならないこととしているものである。
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介護給付費 留意事項通知 特定事業所加算 居宅介護・同行援護・行動援護
(三) 重度障害者対応要件
第543 号告示第１号イ(９)の障害支援区分５以上である者又は同号ニ(４)の障害支援区分４以上である者、喀痰吸引等（口腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内部の喀痰吸引、
胃ろう又は腸ろうによる経管栄養又は経鼻経管栄養をいう。以下同じ。）を必要とする者、児童福祉法第７条第２項に規定する重症心身障害児及び児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当
通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成24年厚生労働省告示第122号）別表障害児通所給付費等単位数表第１の１の表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状
態である障害児（以下「重度障害児」という。）の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員を用いて算定するものとす
る。
また、本要件に係る割合の計算において、喀痰吸引等を必要とする者及び重度障害児の人数を算入できる事業所は、社会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づき、自らの事業又はその一環と
して喀痰吸引等の業務を行うための登録を受けているものに限られること。

(四) 割合の計算方法
(二)アの職員の割合及び(三)の利用実人員の割合の計算は、次の取扱いによるものとする。
ア 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。
イ前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員又は利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。
また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。

(五) その他
令和6年3月31日において第543号告示第１号イ、ハ又はニの適用を受けている事業所に係る同号イ、ハ又はニの適用については、令和9年3月31日までの間、なお従前の例によることができる。

(３) 同行援護サービス費
⑨特定事業所加算の取扱いについて
第543告示の第9号イ(6)の「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者（平成18年厚生労働省告示第548号）第9号に規定する者であって、視覚障害及び聴覚障害が重複している障害者等
に対して法第78条第1項に規定する特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養成する事業に参加し、都道府県知事から視覚障害及び聴覚障害が重複している障害者等への支援に必要な知
識及び技術を有する者と認める旨の証明書の交付を受けたものの占める割合」については、2の(3)の③の(四)に該当する者は含まない。
また、第543号告示第9号イ(9)の障害支援区分5以上である者又は同号ニ(4)の障害支援区分4以上である者、喀痰吸引等を必要とする者の割合については、前年度(3月を除く。)又は届出日の
属する月の前3月の1月当たりの実績の平均について、利用実人員を用いて算定するものとする。本要件に係る割合の計算において、喀痰吸引等を必要とする者を算入できる事業所は、社会福祉
士及び介護福祉士法の規定に基づき、自らの事業又はその一環として喀痰吸引等の業務を行うための登録を受けているものに限られること。
なお、その他の規定については、2の(1)の⑭((三)を除く。)の規定を準用する。

(４) 行動援護サービス費
⑦特定事業所加算の取扱いについて
㈠医療・教育等の関係機関との連携
ア告示第543号第13号イ(2)の㈢について、サービス提供責任の㈢について、サービス提供責任者が行動援護計画、支援計画シート及び支援手順書（以下「行動援護計画等」という。）の作成及び
利用者に対する交付にあたっては、あらかじめ当該利用者又は家族等の同意を得て、病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校等の関係機関の職員と連絡調整を行い、支援に必要な
利用者に関する情報の提供を受けた上で行うこと。なお、直接、関係機関への聞き取りが難しい場合は、家族や相談支援専門員等を通じて必要な情報の提供を受けること。また、支援に必要な利
用者の情報の提供を受けた場合には、相手や日時、その内容の要旨及び行動援護計画等に反映させるべき内容を記録しておくこと。
イ医療機関や教育機関等の関係機関と連携した支援を行うために、関係機関との日常的な連絡調整に努めること。
ウ利用者の状態や支援方法等を記録した文書を関係機関に提供する場合には、当該利用者又は家族の同意を得ること。
㈡重度障害者対応要件
第543号告示第13号イ(9)の障害支援区分5以上である者又は同号ニ⑷の障害支援区分4以上である者、喀痰吸引等を必要とする者の割合については、前年度(3月を除く。)又は届出日の属する
月の前3月の1月当たりの実績の平均について、利用実人員を用いて算定するものとする。
また、本要件に係る割合の計算において、喀痰吸引等を必要とする者を算入できる事業所は、社会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づき、自らの事業又はその一環として喀痰吸引等の業務
を行うための登録を受けているものに限られること。
㈢その他の規定については、2の⑴の⑭（㈢を除く。）の規定を準用する。
㈣令和6年3月31日において第543号告示第13号の適用を受けている事業所に係る同号の適用については、令和9年3月31日までの間、なお従前の例によることができる。 66



介護給付費 留意事項通知 特定事業所加算 重度訪問介護
(２) 重度訪問介護サービス費

⑧特定事業所加算の取扱いについて

ア 会議の定期的開催

第543号告示第４号イ(２)(一)の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定重度訪問介護事業所又は当該共生型重度訪問介護事業所における重度
訪問介護従業者の技術指導を目的とした会議」とは、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサービス提供に当たる重度訪問介護従業者のすべてが参加す
るものでなければならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。会議の
開催状況については、その概要を記録することとする。なお、「定期的」とは、概ね１月に１回以上開催されている必要がある。
なお、利用者に対して土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して時間帯を問わずにサービス提供を行っている事業所においては、当該要件のうち「又はサービス提供責任者が重度訪問介
護従業者に対して個別に利用者に関する情報若しくはサービスに当たっての留意事項の伝達や技術指導を目的とした研修を必要に応じて行っていること。」を適用とするものとし、必ずしも毎月の
開催ではなく、必要性が生じた場合に開催することで差し支えない。ただし、この場合においても、会議の開催状況については、その概要を記録する必要がある。
会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、障害を有する者が参加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。なお、個人情報保護委員会「個人
情報の保護に関する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。

イ 文書等による指示

第543号告示第5号イ(２)(二)の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。
・ 利用者のＡＤＬや意欲
・ 利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望
・ 家族を含む環境
・ 前月（又は留意事項等に変更があった時点）のサービス提供時の状況
・ その他サービス提供に当たって必要な事項
また、「毎月定期的」とは、当該サービス提供月の前月末に当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を伝達すること。
なお、「文書等の確実な方法」とは、直接面接しながら文書を手交する方法のほか、ＦＡＸ、メール等によることも可能である。

ウ サービスの提供体制

第543号告示第5号イ(６)の「常時、重度訪問介護従業者の派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供を行っていること。」とは、前月の実績において、夜間、深夜、早朝の時間帯
についてもサービスが提供されており、また、指定障害福祉サービス基準第31条第３号に規定する営業日及び営業時間において、土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して時間帯を問わ
ずに重度訪問介護従業者の派遣が可能となっている事業所をいう。
なお、届出を行った月以降においても、土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して、時間帯を問わずにサービスを提供していることが必要であり、サービスが提供できない場合については、
直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。

エ 重度障害者対応要件 第543号告示第5号イ(10)の障害支援区分5以上である者又は喀痰吸引等を必要とする者の割合については、前年度(3月を除く。)又は届出日の属する月の前3月の1月
当たりの実績の平均について、利用実人数を用いて算定するものとする。

オ その他の規定については、２の(１)の⑭（(一)のイ及びウ及び(三)を除く。）の規定を準用する。 ⇒ （居宅介護の規定を準用）
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介護給付費の算定及び取り扱い
特定事業所加算の算定要件
算定要件について、過去実績により届出を行った事業所は、毎月継続して所定の「割合」を計算してください。

人材要件
・従業者の割合で届出を行った事業所は、サービスごとに毎月割合を計算してください。

・すべてのサービス提供責任者の一定の年数以上の要件で届出を行った事業所は、サービス提
供責任者が変更する場合、継続して要件を満たすか確認しください。

体制要件

（２）（一）指定居宅介護又は共生型居宅介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該
利用者を担当する居宅介護従業者に対し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たって
の留意事項を文書等の確実な方法による伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、
担当する居宅介護事業者から適宜報告を受けること。（重度訪問介護は毎月定期的に）

ウ 文書等による指示及びサービス提供後の報告

「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる
事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。
・利用者のADL意欲
・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望
・家族を含む環境
・前回のサービス提供時の状況
・その他サービスに当たっての必要な事項

「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については、変更があった場合に記載することで足り
る。

サービスの種別 □ 居宅介護 □ 重度訪問介護 □ 行動援護 □ 同行援護

該当要件 □ 介護福祉士の総数・・・・・３０％以上

□ 介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了者の総数・・・５０％以上

算出期間 □ 前年度（３月を除く）・・・・・６ヶ月の実績がなければ不可

□ 届出日の属する月の前３ヶ月

※便宜的に各月の１日～２８日までの勤務状況によることとする。

#DIV/0!

注

ｇ（ｆ÷a）

常勤換算数

常勤従業者が１週間に勤
務すべき時間数

a

e ｆ（ｅ÷４）

Ａのうち対象の資格を有する者

４週の合計

介 護 福 祉 士 等 の 勤 務 状 況 （ 届 出 用 ）

常勤換算数
年　　月

ｂ ｃ（ｂ÷４） ｄ（ｃ÷a）

サービス提供に従事する全従業者（Ａ）

４週の合計

計

一月当たりの
常勤換算数

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

「一月当たりの常勤換算数」には、計を用いた月数（１１又は３）で除して得た数を、さらにａで除した数を記入すること。（小数点
以下第二位を切り捨て）

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

      　　年　　月

週平均の
勤務時間

週平均の
勤務時間
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69

参考様式 サービス提供実績記録票

【掲載場所】
算定構造・サービスコード表等（過去に添付した資料）の最新版資料の掲載箇所
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000174644_00018.html 
厚生労働省ホーム >政策について >分野別の政策一覧 >福祉・介護 >障害者福祉 >障害者自立支援給付支払等システム関係資料 >報酬算定構造・サービスコード表等>報酬算定構造・サービスコード
表等（令和６年４月施行分）
＊体制状況一覧表は、岡山市ホームページ掲載の様式を使用してください。厚生労働省に掲載している「体制状況一覧表」の様式は使用しないでください。
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参考様式 サービス提供実績記録票

【掲載場所】
算定構造・サービスコード表等（過去に添付した資料）の最新版資料の掲載箇所
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000174644_00018.html 
厚生労働省ホーム >政策について >分野別の政策一覧 >福祉・介護 >障害者福祉 >障害者自立支援給付支払等システム関係資料 >報酬算定構造・サービスコード表等>報酬算定構造・サービスコード
表等（令和６年４月施行分）
＊体制状況一覧表は、岡山市ホームページ掲載の様式を使用してください。厚生労働省に掲載している「体制状況一覧表」の様式は使用しないでください。
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